
○ 平成27年9月関東・東北豪⾬災害 ⻤怒川の堤防決壊

H27.12.11国⼟交通省〜「施設では防ぎきれない⼤洪⽔は発⽣するもの」
○ ハード・ソフト⼀体となった「⽔防災意識社会再構築ビジョン」策定

○ 平成28年8月台風第10号 中⼩河川の氾濫による逃げ遅れ
平成29年9月 水防法の一部改正

○ 「⽔防災意識社会再構築ビジョン」の取組を全国の河川で加速
洪水等からの「逃げ遅れゼロ」「社会経済被害の最小化」実現のための抜本的な対策

平成27年１⽉ 水防法の一部改正

○ 「⽔防災意識社会の再構築に向けた緊急⾏動計画」とりまとめ

「⽔防災意識社会の再構築に向けた緊急⾏動計画の改定」

○ 平成30年7月豪雨等 ⼤河川の氾濫や内⽔氾濫、⼟⽯流発⽣
平成29年6月 国⼟交通省

○ 大規模広域豪雨を踏まえた水災害対策のあり方について（答申）
平成30年12月 社会資本整備審議会

○ 「⽔防災意識社会の再構築に向けた緊急⾏動計画の改定」
平成31年1月 国⼟交通省➡「⽔防災意識社会」再構築する取組をより⼀層、充実・加速化
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平成30年12月 社会資本整備審議会
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平成31年1月 国⼟交通省
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緊急⾏動計画の改定にかかる北河内地域⽔防災連絡協議会の考え⽅（案）

○多様な関係機関の参画

当協議会は、⾏政機関（国・府・市）、警察、消防、⽔防組合、インフラ・交通事業者
にて構成

◆改定で参画が想定される構成員の考え方

・下流域に情報提供が必要なダム管理者
➡当協議会では該当者なし。ただし、府内他協議会では一庫ダム、箕面川ダム、
滝畑ダム等の管理者は既に参画済

・⾼齢者に対して避難⾏動の理解を促すことができる機関
➡各市の危機管理部署にて、適切にこれまでと同様に福祉・医療・教育等の
要配慮者利⽤施設管理者へ周知することができることから、現構成員で対応可

・雨水出水、土砂災害の対策機関
➡下⽔道、⼟⽊・農林関係事務所、保健所は既に参画済

・洪⽔時の運⾏調整等が必要となる公共交通事業者
➡交通事業者は既に参画済
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＜改定の背景＞ 平成30年7月豪雨 甚大な人的被害
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人的被害の９割が高齢者
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交通・鉄道被害
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ライフライン被害
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医療・⾼齢者施設被害
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複合災害、重要インフラ影響、避難経路被災
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ソフト対策の課題
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